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事事業業報報告告２２  令令和和 55 年年度度事事業業計計画画及及びび収収支支予予算算ににつついいてて  

 
 

令和 5 年度事業計画 
（令和 5 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日） 

 
上下水道分野の施策について見ると、水道分野においては、引き続き基盤強化が進めら

れ、老朽化、人口減少、災害激甚化等により事業運営に影響を与える中、耐災害性強化、

広域連携、適切な維持修繕、アセットマネジメント、官民連携等の施策が進められていま

す。下水道分野においては、浸水対策、地震対策、DX（デジタルトランスフォーメーショ

ン）、脱炭素、アセットマネジメント、広域化・共同化、官民連携、省エネ・創エネ・汚泥

肥料化などの施策が進められています。また、令和 6 年度に国の水道行政が厚生労働省か

ら国土交通省及び環境省に移管されることとなり、その準備が進められているところです。 
 

水コン協では、令和 4 年に水コン協ビジョン（2015-2025）の第三期中期行動計画

（2022-2024）を策定しました。第三期計画では、水コン協の社会的存在意義、目指す方

向性、活動内容などを明確に示しました。令和 5 年度は第三期計画の 2 年目として、人材

確保支援、技術・品質・倫理向上支援、多様な官民協働の促進、協会活動の強化の各基本

方針に基づき、各行動項目に取り組んでいきます。 
 

新型コロナウイルス感染症の影響は今なお続いており、上下水道コンサルタント業界に

おいても長らく影響を受けてきましたが、様々な工夫をしながら対応してきました。人々

の新型コロナに対する意識も変化し、ポストコロナの時代になりましたが、今後も引き続

き魅力ある職場づくりに努め、よりよい働き方ができるよう検討していくこととしていま

す。 
 

下水汚泥の肥料化に関しては、令和 4 年 9 月に開催された内閣の食料安定供給・農林水

産業基盤強化本部において下水汚泥等の未利用資源の利用拡大が検討課題に掲げられ、こ

れを受け、国土交通省及び農林水産省等による「下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた

官民検討会」が設置され、政府として強力に下水汚泥肥料の利用拡大策が進められていま

す。脱炭素化については、下水道では、バイオガス発電、下水熱交換、汚泥高温焼却等創

エネ・省エネ技術により脱炭素化が進められています。また、DX については、施設情報

や維持管理情報のデータを一元管理するマネジメントシステムや BIM/CIM 等が進められ

ています。また、水道施設・ダム施設においても再生可能エネルギー設備の設置や省エネ

設備の導入等が進められています。水コン協としてもこれらの施策に貢献できるよう積極

的に取り組んでいきます。 
 

防災・減災、国土強靭化については、上下水道分野においても一層強化することとされ

ており、令和 3 年度からの「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」が進め
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られているところです。引き続き、国、地方公共団体、民間企業等が連携しながら国土強

靭化の推進に努めていくこととされています。水コン協は、豪雨や地震等の大規模災害に

おいて、災害時支援協定に基づいた災害時支援を行ってきました。今後も、事業体と協会

との災害時支援協定締結を一層進めることとしており、災害時支援者の育成についても力

を入れていきます。水コン協としては、これらの施策に貢献できるよう積極的に取り組ん

でいきます。 
 
公共工事の品質確保については、公共工事の品質確保のために調査・設計の品質が重要

な役割を果たしていることから、水コン協では、国や事業体等に対する要望と提案活動の

中で、「持続可能な社会に向けたコンサルタントの積極的な活用」、「働き方改革及び災害時

対応に向けた環境整備」、「適正な予定価格の設定と技術力によるコンサルタントの選定」

について引き続き協力をお願いしていくことにしています。 
 

上下水道事業の国の令和 5 年度予算案については次のとおりです。 
厚生労働省では、令和 5 年度予算において、東日本大震災分など災害復旧費を除き 371

億円、これに令和 4 年度補正予算を合わせ 742 億円の予算規模となっています。引き続き、

耐災害性強化、広域化、IoT・新技術活用による効率化などにより基盤強化を図ることと

しています。 
国土交通省では、令和 5 年度予算において、社会資本総合整備（社会資本整備総合交付

金および防災・安全交付金）は 1 兆 3805 億円（対前年度比 0.99 倍）になります（下水道

はこの内数）。このほか、下水道防災事業費補助 665 億円（1.27 倍）、下水道事業費補助

71 億円（1.37 倍）、下水道事業調査費等 37 億円（1.00 倍）となります。新規事項として、

交付金では、下水道総合地震対策事業の延伸・拡充、下水道浸水被害軽減総合事業の拡充、

下水道温室効果ガス削減推進事業の創設があります。また、個別補助では、下水道広域的

災害対応支援事業の創設があります。  
 

これらの施策の実施にあたって、上下水道コンサルタントの役割は極めて重要なもので

す。水コン協としては、引き続き、関係機関と協力し、上下水道事業の持続的な発展に向

けて努力してまいります。また、水コンサルタントの役割等について積極的に情報発信し

て一般の方々に対する理解を深め、国や事業体等とも連携し、施策の実現に努力してまい

ります。特に、担い手不足の状況下にあって人材確保策は極めて重要であり、これからを

担う世代に対して上下水道コンサルタントの仕事を知ってもらうための活動をさらに強化

して取り組んでまいります。もって、公益社団法人として公益の増進に寄与していくこと

としています。 
 

以下に、上記方針を踏まえた詳細な事業方針を示します。 
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Ⅰ 令和 5 年度事業計画及び予算編成の特徴 

 

第三期中期行動計画の２年目として、次の内容に取り組みます。 
 
１ 人材確保支援 
 

1) 会員企業の条件整備 
・経営力の確保、向上（協会会員の業績数値の把握） 
・職場環境の改善 

2) 事業環境の改善 
・新規業務等に関する仕様書・歩掛提案 
・調達制度等の改善 

3) イメージアップ 
・学生・学校への働きかけ 
・こども・市民等へのアピール 
・業務成果のアピ－ル 

 
２ 技術・品質・倫理向上支援 
 

1) 新技術の開発 
・新技術に関連するマニュアル整備 
・新たな技術動向に対応するための異業種・事業体との情報交換、DX の推進、 

導入普及支援 
2) 技術向上 

・研修、講習会の開催 
3) 業務品質の確保 

・品質確保方策の推進 
4) 倫理向上 

・コンプライアンスに関する講習会の開催、情報提供 
 
３ 多様な官民協働の促進 
 

1) 人材の育成、事業運営関連手法の開発・普及促進 
・上下水道事業運営支援手法及び官民連携手法等について調査研究・普及活動・研修 
・事業運営に資するシステム等について提案し、その普及を促進 

2) 非常時の対応力強化 
・災害支援協定（業界団体含む）締結と円滑な運用、支援者育成の推進、委託業務の

実態調査と課題抽出 
 

4 
 

４．協会活動の強化 
 

1) 協会経営の改善 
・本部、支部の経営計画、会員数の確保 

2) 本部と支部との連携強化 
・本部役員と支部役員の連携強化 
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Ⅱ 詳細事業計画 

凡例 （ ）内は、公益社団法人認定申請の区分 
公益目的事業＝（公） 
収益等事業等＝（他） 

【 】内は、委員会名又は支部名 
 
１ 調査研究・資料収集 （公） 
  
 １）調査研究（独自） 

① 技術報告集第 38 号の発行    【技術・研修】 
② 水道技術座談会の開催    【技術・研修】 
③ 技術研修会の開催     【技術・研修】 
④ 下水道施設の耐震に関する研究   【技術・研修】 
⑤ 主要機関発行物の検索案内   【技術・研修】 
⑥ 産学共同研究     【対外活動】 

 ２）調査研究（受託）         【受託調査研究】  
  継続 7 件 予定 

 ３）出版及び情報発信 
① 広報誌「水坤」年 2 回発行 部数 計 9,000 部 【水坤編集部会】【支部】 
② 水環境教育資料 

・【中部】「エアリス」印刷・配布 
・【関西】「水のこと」配布、HP 掲載 

③ 水コン協活動の情報発信、リーフレット作成   【対外活動】【支部】 
 ４）要望活動 

① 要望と提案     【対外活動】【支部】 
・令和 5 年度版（本編＆付属資料）作成 
・事業体の制度導入状況フォローアップ調査の実施 

② 国への要望、提案、政策提言   【対外活動】【上水道】【下水道】 
・国土交通省下水道部幹部および厚生労働省水道課幹部との意見交換、政策提言 

③ 事業体の意見交換会の開催   【対外活動】【上水道】【下水道】【支部】 
・日本下水道事業団への要望 
・日本下水道協会下水道意見交換会議 
・日本水道協会等との意見交換 
・【北海道】北海道、札幌市、日本下水道事業団などとの意見交換会 
・【関東】要望と提案活動、下水道事業座談会、日本水道協会関東地方支部総会 PR 活動 
     日本下水道事業団との実務責任者会議、関係団体等との意見交換会 
・【中部】下水道研修会における事業体との意見交換会 
・【関西】2 府 4 県意見交換会、同下水道懇談会、日本下水道事業団との実務責任者会議 
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・【中国・四国】事業体との意見交換等 
・【九州】事業体との意見交換、日本水道協会九州地方支部総会 PR 活動 

 ５）提案活動 
① 水道施設設計業務歩掛の改定要望（提案）と独自歩掛の作成と検討 【上水道】 

・耐震工法指針 2022 年版発刊に伴う歩掛改訂 
・水道施設設計業務委託指針（平成３年４月）の取水施設歩掛改訂の検討 

② 下水道標準歩掛の改定提案と独自仕様書・歩掛の作成と提案  【下水道】 

・指針改定に伴う歩掛改定の検討 

・下水道施設（ポンプ場・終末処理場）重点施工管理業務委託要領（案）建築編改訂 

③ 中期行動計画の進捗管理     【企画】【支部】 
・第三期中期行動計画の進捗管理および令和 5 年度行動計画の策定 

④ 業界関係者との連携      【企画】 
・事業マネジメント技術の向上とその普及に向けた業界団体との意見交換会 
・日本下水道施設管理業協会、日本水道運営管理協会等との連携 

⑤ 事業運営支援手法・官民連携の理解、普及促進   【企画】 
・事業運営支援業務の契約方法に関するリーフレット作成 
・事業運営支援の歩掛および統括管理業務の検討整理 

 
２ 育成 （公） 
 

① 学校等への働きかけ    【対外活動】【総務】【支部】 
・学校訪問（大学・高専等） 
・学校（大学・高専等）への働きかけのための動画、パンフレット等ツールの作成 
・学校、市民等へのアピールに向けた情報共有、調査、一般向け講習会・リーフレット作成 
・【関東】下水道出前講座 時期未定 
・【中部】「水」出前授業／水源涵養（長野県木曽町） 
・【関西】しぜん探検隊 

② 第 33 回技術研究発表会     【技術・研修】 
③ 本部講習会      【技術・研修】【支部】 

・本部及び各支部 
④ 技術講習会等(支部主催)      【支部】 

・【北海道】技術講習会 
・【東北】技術講習会  
・【関東】技術講習会  
・【中部】技術講習会  
・【関西】技術講習会／技術士試験対策講習会／技術講座 
・【中国・四国】技術講習会／日本技術士会共催講演会／管路更生工法講習会 

日本ダクタイル鉄管協会共催講習会／「給配水システムの耐震化について」共催説明会 
・【九州】技術講習会／研修講演会（日水協九州支部・ウォータークラブ共催） 
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Ⅱ 詳細事業計画 

凡例 （ ）内は、公益社団法人認定申請の区分 
公益目的事業＝（公） 
収益等事業等＝（他） 

【 】内は、委員会名又は支部名 
 
１ 調査研究・資料収集 （公） 
  
 １）調査研究（独自） 

① 技術報告集第 38 号の発行    【技術・研修】 
② 水道技術座談会の開催    【技術・研修】 
③ 技術研修会の開催     【技術・研修】 
④ 下水道施設の耐震に関する研究   【技術・研修】 
⑤ 主要機関発行物の検索案内   【技術・研修】 
⑥ 産学共同研究     【対外活動】 

 ２）調査研究（受託）         【受託調査研究】  
  継続 7 件 予定 

 ３）出版及び情報発信 
① 広報誌「水坤」年 2 回発行 部数 計 9,000 部 【水坤編集部会】【支部】 
② 水環境教育資料 

・【中部】「エアリス」印刷・配布 
・【関西】「水のこと」配布、HP 掲載 

③ 水コン協活動の情報発信、リーフレット作成   【対外活動】【支部】 
 ４）要望活動 

① 要望と提案     【対外活動】【支部】 
・令和 5 年度版（本編＆付属資料）作成 
・事業体の制度導入状況フォローアップ調査の実施 

② 国への要望、提案、政策提言   【対外活動】【上水道】【下水道】 
・国土交通省下水道部幹部および厚生労働省水道課幹部との意見交換、政策提言 

③ 事業体の意見交換会の開催   【対外活動】【上水道】【下水道】【支部】 
・日本下水道事業団への要望 
・日本下水道協会下水道意見交換会議 
・日本水道協会等との意見交換 
・【北海道】北海道、札幌市、日本下水道事業団などとの意見交換会 
・【関東】要望と提案活動、下水道事業座談会、日本水道協会関東地方支部総会 PR 活動 
     日本下水道事業団との実務責任者会議、関係団体等との意見交換会 
・【中部】下水道研修会における事業体との意見交換会 
・【関西】2 府 4 県意見交換会、同下水道懇談会、日本下水道事業団との実務責任者会議 
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・【中国・四国】事業体との意見交換等 
・【九州】事業体との意見交換、日本水道協会九州地方支部総会 PR 活動 

 ５）提案活動 
① 水道施設設計業務歩掛の改定要望（提案）と独自歩掛の作成と検討 【上水道】 

・耐震工法指針 2022 年版発刊に伴う歩掛改訂 
・水道施設設計業務委託指針（平成３年４月）の取水施設歩掛改訂の検討 

② 下水道標準歩掛の改定提案と独自仕様書・歩掛の作成と提案  【下水道】 

・指針改定に伴う歩掛改定の検討 

・下水道施設（ポンプ場・終末処理場）重点施工管理業務委託要領（案）建築編改訂 

③ 中期行動計画の進捗管理     【企画】【支部】 
・第三期中期行動計画の進捗管理および令和 5 年度行動計画の策定 

④ 業界関係者との連携      【企画】 
・事業マネジメント技術の向上とその普及に向けた業界団体との意見交換会 
・日本下水道施設管理業協会、日本水道運営管理協会等との連携 

⑤ 事業運営支援手法・官民連携の理解、普及促進   【企画】 
・事業運営支援業務の契約方法に関するリーフレット作成 
・事業運営支援の歩掛および統括管理業務の検討整理 

 
２ 育成 （公） 
 

① 学校等への働きかけ    【対外活動】【総務】【支部】 
・学校訪問（大学・高専等） 
・学校（大学・高専等）への働きかけのための動画、パンフレット等ツールの作成 
・学校、市民等へのアピールに向けた情報共有、調査、一般向け講習会・リーフレット作成 
・【関東】下水道出前講座 時期未定 
・【中部】「水」出前授業／水源涵養（長野県木曽町） 
・【関西】しぜん探検隊 

② 第 33 回技術研究発表会     【技術・研修】 
③ 本部講習会      【技術・研修】【支部】 

・本部及び各支部 
④ 技術講習会等(支部主催)      【支部】 

・【北海道】技術講習会 
・【東北】技術講習会  
・【関東】技術講習会  
・【中部】技術講習会  
・【関西】技術講習会／技術士試験対策講習会／技術講座 
・【中国・四国】技術講習会／日本技術士会共催講演会／管路更生工法講習会 

日本ダクタイル鉄管協会共催講習会／「給配水システムの耐震化について」共催説明会 
・【九州】技術講習会／研修講演会（日水協九州支部・ウォータークラブ共催） 
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⑤ CPD 制度運営・広報      【CPD 部会】 

・プログラムの審査、承認 
・CPD 記録証明の審査、承認、証明書発行 

⑥ 講師・委員の派遣       【関係委員会】 
 
３ 災害時支援 （公） 
 

① 災害時支援協定の締結と円滑な運用    【災害時支援】【支部】 
・災害時の支援についての運営、災害訓練 
・災害時の活動に関する要領改訂 

② 支援者育成講習の充実・実施    【災害時支援】【支部】 
・災害時支援者育成講習会の開催 

③ 災害時支援における知見向上、普及、省力化 
・災害時支援マニュアルの改訂、災害時における活動の情報収集 

④ 下水道災害時支援連絡会議    【災害時支援】【支部】 
・災害時連絡訓練、ブロック連絡会議、全国代表者連絡会議 
・【北海道】北海道下水道災害対策会議 

 
４ 資質向上 （他） 
 

① 魅力ある職場づくり       【総務】【支部】 
・会員企業及び所属社員等の実態調査結果を踏まえた協会施策の方向性検討 
・ノー残業デーの協会統一キャンペーンの継続実施（2 回） 
・働き方改革セミナー 
・労働環境整備の状況に関するフォローアップ調査 

② 経営状況の把握       【総務】【支部】 
・国交省 DB を活用した経営分析結果報告書のデータ更新 

③ 倫理綱領順守に関すること      【倫理】【支部】 
・倫理綱領の順守徹底 
・【関東】倫理綱領順守促進活動 

④ 事業運営支援の普及促進 
・事業運営支援業務の普及活動、研修        【企画】 

⑤ 技術研修会等           【支部】 
・【北海道】若手社員技術研修会／施設見学会 
・【東北】記念講演会／次代を担う技術者研修会／現場見学会／技術見学会／ 
・【関東】技術士試験対策講習会／施設見学会／水道関係者現場技術研修会／ 

／若手社員研修会／他団体・企業による技術説明会／ 
・【中部】下水道研修会／技術見学会／技術講習会 
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・【関西】施設見学会 
・【中国・四国】施設見学会 
・【九州】技術研修会 

⑥ 法令順守講習会等      【支部】 
・【北海道】独占禁止法研修会 
・【東北】独占禁止法研修会 
・【関東】コンプライアンス講習会 
・【中部】コンプライアンス講習会 
・【関西】コンプライアンス研修会 
・【中国・四国】独禁法講習会 
・【九州】コンプライアンス研修会 

 
５ イベント活動等 （他） 
 

① 下水道展 ’23 札幌、下水道展’23 オンラインへの出展  【対外活動】【北海道】 
② 小学生を主たる対象とする広報活動 

・下水道環境教育支援、エコプロダクツ展出展支援等  【対外活動】 
・【北海道】水環境パネル貸出し、パンフレット配布 

③ 水環境の保全に関する一般市民参加型の諸活動 
・支部活動の実態把握と情報共有    【対外活動】【支部】 
・「循環のみち下水道賞」支援（共催）    【対外活動】 
・【東北】広瀬川 1 万人プロジェクト／仙台市下水道フェア 
・【関東】身近な水環境の全国一斉調査／荒川・下水道フェスタ 2023 
・【中部】下水道フェア 
・【関西】水環境全国一斉調査 
・【中国・四国】下水道ふれあいフェア／建設技術フォーラム 2023 
・【九州】ラブ・アース 2023 in ふくつ／水源涵養林植樹 

④ 「水の写真コンテスト」後援    【総務】 
 
６ 厚生事業等 （他） 
 

① 水コンサルタント賠償責任保険事業   【総務】 
② 表彰の実施     【総務】【関東】 
③ 会員所属職員を対象としたスポーツ大会等  【支部】 
④ 賀詞交歓会     【北海道】【中部】【九州】 
⑤ 若手懇談会     【関西】 
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⑤ CPD 制度運営・広報      【CPD 部会】 

・プログラムの審査、承認 
・CPD 記録証明の審査、承認、証明書発行 

⑥ 講師・委員の派遣       【関係委員会】 
 
３ 災害時支援 （公） 
 

① 災害時支援協定の締結と円滑な運用    【災害時支援】【支部】 
・災害時の支援についての運営、災害訓練 
・災害時の活動に関する要領改訂 

② 支援者育成講習の充実・実施    【災害時支援】【支部】 
・災害時支援者育成講習会の開催 

③ 災害時支援における知見向上、普及、省力化 
・災害時支援マニュアルの改訂、災害時における活動の情報収集 

④ 下水道災害時支援連絡会議    【災害時支援】【支部】 
・災害時連絡訓練、ブロック連絡会議、全国代表者連絡会議 
・【北海道】北海道下水道災害対策会議 

 
４ 資質向上 （他） 
 

① 魅力ある職場づくり       【総務】【支部】 
・会員企業及び所属社員等の実態調査結果を踏まえた協会施策の方向性検討 
・ノー残業デーの協会統一キャンペーンの継続実施（2 回） 
・働き方改革セミナー 
・労働環境整備の状況に関するフォローアップ調査 

② 経営状況の把握       【総務】【支部】 
・国交省 DB を活用した経営分析結果報告書のデータ更新 

③ 倫理綱領順守に関すること      【倫理】【支部】 
・倫理綱領の順守徹底 
・【関東】倫理綱領順守促進活動 

④ 事業運営支援の普及促進 
・事業運営支援業務の普及活動、研修        【企画】 

⑤ 技術研修会等           【支部】 
・【北海道】若手社員技術研修会／施設見学会 
・【東北】記念講演会／次代を担う技術者研修会／現場見学会／技術見学会／ 
・【関東】技術士試験対策講習会／施設見学会／水道関係者現場技術研修会／ 

／若手社員研修会／他団体・企業による技術説明会／ 
・【中部】下水道研修会／技術見学会／技術講習会 
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・【関西】施設見学会 
・【中国・四国】施設見学会 
・【九州】技術研修会 

⑥ 法令順守講習会等      【支部】 
・【北海道】独占禁止法研修会 
・【東北】独占禁止法研修会 
・【関東】コンプライアンス講習会 
・【中部】コンプライアンス講習会 
・【関西】コンプライアンス研修会 
・【中国・四国】独禁法講習会 
・【九州】コンプライアンス研修会 

 
５ イベント活動等 （他） 
 

① 下水道展 ’23 札幌、下水道展’23 オンラインへの出展  【対外活動】【北海道】 
② 小学生を主たる対象とする広報活動 

・下水道環境教育支援、エコプロダクツ展出展支援等  【対外活動】 
・【北海道】水環境パネル貸出し、パンフレット配布 

③ 水環境の保全に関する一般市民参加型の諸活動 
・支部活動の実態把握と情報共有    【対外活動】【支部】 
・「循環のみち下水道賞」支援（共催）    【対外活動】 
・【東北】広瀬川 1 万人プロジェクト／仙台市下水道フェア 
・【関東】身近な水環境の全国一斉調査／荒川・下水道フェスタ 2023 
・【中部】下水道フェア 
・【関西】水環境全国一斉調査 
・【中国・四国】下水道ふれあいフェア／建設技術フォーラム 2023 
・【九州】ラブ・アース 2023 in ふくつ／水源涵養林植樹 

④ 「水の写真コンテスト」後援    【総務】 
 
６ 厚生事業等 （他） 
 

① 水コンサルタント賠償責任保険事業   【総務】 
② 表彰の実施     【総務】【関東】 
③ 会員所属職員を対象としたスポーツ大会等  【支部】 
④ 賀詞交歓会     【北海道】【中部】【九州】 
⑤ 若手懇談会     【関西】 
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Ⅲ 会議等（法人） 
 
１ 総会 
 

第 42 回通常社員総会 6 月 8 日（木） アルカディア市ヶ谷（東京都） 
 
２ 理事会等 
 

① 理事会       2 回（5 月、3 月） 
② 業務執行理事会 2 回（9 月、12 月） 

 
３ 本部会議、委員会等 
 

① 正副会長会議  4 回 
② 表彰審査会  1 回 
③ 総務委員会  3 回 

   （中期行動計画推進 WG 適宜） 
④ 倫理委員会  2 回 
⑤ 企画委員会  5 回 

   （事業運営支援小委員会 4 回） 
⑥ 対外活動委員会  3 回 

  （対外活動小委員会、下水道展小委員会、品質確保 WG、産学共同研究 WG 適宜） 
⑦ 水坤編集部会  2 回 
⑧ 災害時支援委員会  3 回 

   （災害時支援者育成小委員会 5 回） 
⑨ 上水道委員会  3 回 

   （上水道小委員会 5 回） 
⑩ 下水道委員会  3 回 

   （計画・施設・管渠・情報の各小委員会 2 回） 
⑪ 技術・研修委員会  3 回 

   （実行委員会 2 回、耐震対策小 3 回程度） 
⑫ CPD 部会  4 回 
⑬ 受託調査研究委員会 2 回 

 
４ 支部活動 
 
１）全体協議会    各支部  1 回  
２）運営委員会 

10 
 

 ①北海道 2 回、 ②東北 4 回、 ③関東 5 回、 ④中部 6 回、⑤関西 5 回、 
 ⑥中国・四国 3 回、 ⑦九州 4 回 

３）支部長連絡会議  1 回 
４）本部・支部意見交換会  各支部 1 回ずつ 
 

以上 
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